
平成２平成２平成２平成２９９９９年年年年３３３３月月月月２１２１２１２１日日日日    会頭記者会見会頭記者会見会頭記者会見会頭記者会見    発言要旨発言要旨発言要旨発言要旨    

    

時事の話題時事の話題時事の話題時事の話題    

■■■■時事の話題時事の話題時事の話題時事の話題についてについてについてについて 

今月 13 日に京都経済センター（仮称）の起工式を執り行った。行政との連携をより一層強め

て、京都経済の発展と地域社会への貢献に同センターを活用できる体制づくりを急ぎたい。 

また、北陸新幹線「南回りルート」の決定を歓迎したい。けいはんな学研都市を抱える京都南

部エリアの活性化につながることはもちろん、京都府域や関西全体の発展にも大きく寄与すると

思う。地域経済への波及効果を高めるためにも、できる限り早期の着工と大阪までの早期延伸を

期待したい。 

 

■■■■景況について景況について景況について景況について    

１～３月期の京都企業の経済動向調査結果を取りまとめた。国内景気は前期調査から下降幅は

拡大するものの、前回予想値よりも、マイナス幅が縮小する結果となった。今後の４～６月期は

若干持ち直すが、続く７～９月期は再びマイナスに転じ、一進一退の状況が続く見込みである。

自社業況は製造業の一部で前期予想を上回る上昇となったが、全体としては秋の需要期からの反

動により大幅なマイナスとなった。先行きについても、労働力不足や経営環境の変化に対する懸

念が不安感となって表れており、慎重な姿勢が広がっている。 

今回は「働き方改革」の着手状況等について新たに実態調査を行った。「必要性を感じている

が未実施」と回答した企業は５割を超える一方で、「既に実施」と回答した企業は約２割にとど

まった。規模別で見ると、「既に実施」と回答した大企業の割合は３割を超えるものの、中小企

業は約１割にとどまっており、働き方改革の取り組みの重要性を認識するが実施に踏み切れない

中小企業が多いことを示す結果となった。働き方改革に関するコメントを求めたところ、中小企

業を中心に、「取り組みの実施には、求人難が問題である」との声が複数あがるなど、人手不足

の解消が急務であることが伺える。一方で、「若手、女性社員の登用、パートの正社員化等に取

り組んでいきたい」といった前向きな回答も寄せられ、今後、こうした取り組みが広がり、労働

生産性の向上、中小企業の活力強化につながることを期待している。 

 

京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き    

■■■■地域文化創生本部への人員派遣について地域文化創生本部への人員派遣について地域文化創生本部への人員派遣について地域文化創生本部への人員派遣について    

来月には地域文化創生本部が京都に設置され、新・文化庁のモデルとなる文化資源を活用した

先進的な事業が始動することになる。京都経済界からは、本所の職員１名と企業から２名を同本

部に派遣する。このうち、京都経済界の枠で派遣いただく企業については、「株式会社淡交社」

「株式会社ＪＴＢ西日本」の２社に協力をいただく予定である。いずれの企業も、文化や観光に

関する事業を展開されており、文化を活かした全国の地方創生に向けて、得意分野の強みを発揮

いただけるものと期待している。 

 

■■■■新入社員研修と人材確保について新入社員研修と人材確保について新入社員研修と人材確保について新入社員研修と人材確保について    

本所の新入社員研修では、仕事の基本的な行動や意識などに加え、業種、業態にあわせたプロ

グラムを用意しているほか、演習やグループワークなどさまざまな手法を取り入れて、学びを深

められるよう工夫している。昨年の受講者数は全コース合わせて千名を初めて超えたが、今年も



昨年を上回る勢いで推移してきており、現時点ですでに千名の申し込みがある。京都企業におけ

る人材育成のニーズの高まりを感じており、しっかりと応えていきたい。 

一方、人材確保の点では、中小企業における大学新卒者の採用が困難であると言われており、

本所ではその支援事業も実施している。会員企業へのアンケート調査では、平成 29 年４月の新

卒採用については昨年同様全体の３割程度の企業が「必要数を確保できなかった」と答えている。

また、次年度も全体の８割の企業が新卒採用を行い、３割が採用数を増やす予定であるとの結果

が出てきている。インターンシップについては、５割の企業が既に取り組んでおり、２割が「実

施していないが興味がある」と答えている。本所では、インターンシップに取り組む中小企業と

学生をつなぐ「京商インターンシップコンシェルジュ」事業を平成 29 年度の新規事業として実

施する予定であり、会員・中小企業の雇用支援事業に力を入れていきたい。 

 

■■■■常務理事・理事の選任について常務理事・理事の選任について常務理事・理事の選任について常務理事・理事の選任について    

来年度は、京商ビジョン NEXT を本格的に始動させる実質初年度にあたる。また、京都経済セ

ンター（仮称）の起工式も終わり、移転準備を含めた次の段階に入ったと言える。そこで、この

節目の時期に、稲垣繁博理事を常務理事に、また才寺篤司事務局長 兼 総務部長を理事に就任し

てもらうこととした。稲垣常務理事と才寺理事には、これまで培ってきた豊富な経験やスキルを

存分に活かし、引き続き情熱をもって、中小企業の振興、地域経済の成長・発展に取り組んでく

れることを期待している。なお山下常務理事には、京都経済センターに関わる業務に専念しても

らうため、常勤参与として引き続き経済センタープロジェクト長を務めてもらう。 

 

記者からの質問事項記者からの質問事項記者からの質問事項記者からの質問事項    

■■■■北陸新幹線の北陸新幹線の北陸新幹線の北陸新幹線の「南回りルート」の決定を受けて、「南回りルート」の決定を受けて、「南回りルート」の決定を受けて、「南回りルート」の決定を受けて、ご意見を詳しく伺いたい。ご意見を詳しく伺いたい。ご意見を詳しく伺いたい。ご意見を詳しく伺いたい。    

国交省がさまざまな点から調査の上で導いた答えであり特に異論はないが、松井山手駅は意外

だった。けいはんな学研都市へのアクセス向上のため、在来線である学研都市線の松井山手駅～

木津駅間の早期複線化や、リニア中央新幹線との接続等、さらなる利便性の向上に向けて、府南

部だけでなく、関西全体の発展のため、府域を越えた話し合いの機会を設ける必要があるのでは

ないか。「南回りルート」の効果としては、京都府南部の地域経済やけいはんな学研都市の活性

化、さらには人口増に大きな効果を期待したい。 

敦賀以西ルートは、着工が2031年、大阪までの完成が2046年とされているが、整備効果を十

分発揮するためにも、できる限り早期に着工し、2030 年頃までの１日も早い延伸が実現できる

よう、北陸経済界とも連携して工期短縮を働きかけていきたい。 

 

■■■■関西空港関西空港関西空港関西空港までまでまでまでの北陸新幹線の延伸の北陸新幹線の延伸の北陸新幹線の延伸の北陸新幹線の延伸も当初はも当初はも当初はも当初は話に話に話に話にあったが、そのあたりはどのようにお考えか。あったが、そのあたりはどのようにお考えか。あったが、そのあたりはどのようにお考えか。あったが、そのあたりはどのようにお考えか。     

まずは大阪までの延伸を早期に実現してもらいたい。その次の段階として、北陸から関西空港

への利便性について検討される必要があるのではないか。 

 

■■■■今年の春闘についてご今年の春闘についてご今年の春闘についてご今年の春闘についてご意見を伺いたい。意見を伺いたい。意見を伺いたい。意見を伺いたい。    

世界経済の不透明感を受けて、経営者側が今後の自社業況に慎重な見方を示したと受け止めて

いる。ただ一方で、賃金の上げ幅は小さいとはいえ、４年連続の賃上げを実施する企業があるこ



とについては一定評価されるべきだと思う。官製春闘が来年も続くのかは疑問が残る。経営者が

賃上げを継続できる環境が整っていないのも事実であり、政府は成長戦略や規制緩和など企業活

動を活発にする施策に力を入れて、賃上げありきから脱皮するべきだ。春闘は「賃金」だけでな

く、「働き方改革」と連動して考える時代に突入し、転換期を迎えている。残業を減らしたり、

女性の働きやすい環境を整えたり、多様な働き方の実現で企業自らが「企業の魅力化」を図るこ

とが求められている。 

 

■■■■残業時間の上限規制についてはどのようにお考えか。残業時間の上限規制についてはどのようにお考えか。残業時間の上限規制についてはどのようにお考えか。残業時間の上限規制についてはどのようにお考えか。    

社会全般の機運として重要なことだと考えているが、上限規制を一方的にルール化するだけ

では十分ではない。時間に対する多様な考え方を業種業界、あるいは企業が選択していくこと

が必要だ。給与を労働時間ではなく、成果によって決めていくという大きな流れのなかで、時

間給から脱皮していくことがこれからの企業経営に求められる。残業を減らした分を賃金に上

乗せする企業も出てきており、労働時間に対する考え方を検討する必要がある。 

    

■■■■地域文化創生本部に派遣する京都商工会議所地域文化創生本部に派遣する京都商工会議所地域文化創生本部に派遣する京都商工会議所地域文化創生本部に派遣する京都商工会議所の職員はの職員はの職員はの職員はどのクラスの方どのクラスの方どのクラスの方どのクラスの方なのか。なのか。なのか。なのか。    

課長級の職員を派遣する。正式には文化庁から発表があると思うが、商工会議所が責任を持

って事業を進めていく上で課長級が望ましいという判断だ。 

 

■■■■来月から新年度が始まるが、来年度特に注力したい事業があれば教えてほしい。来月から新年度が始まるが、来年度特に注力したい事業があれば教えてほしい。来月から新年度が始まるが、来年度特に注力したい事業があれば教えてほしい。来月から新年度が始まるが、来年度特に注力したい事業があれば教えてほしい。    

京商ビジョンNEXTをふまえ、京都経済センター（仮称）の整備を念頭におきながら、知恵

ビジネス企業を今までの1500社から3000社に増やすなど、知恵産業の創造を優先的に考えて

いきたい。 

 

■■■■金融業界の再編が金融業界の再編が金融業界の再編が金融業界の再編が相次いで相次いで相次いで相次いでいるが、どのような印象を持っておられるか。いるが、どのような印象を持っておられるか。いるが、どのような印象を持っておられるか。いるが、どのような印象を持っておられるか。    

これからの社会ニーズに応えていく点と、経営の効率化の観点から、再編が行われていると

思っている。金融改革もこれからの社会的な課題となるのではないか。 

以 上 
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要 約　京都の経営経済動向調査結果（2017. 3 . 21）

－2017年１～３月期実績と2017年４～６月期及び2017年７～９月期予想－

京 都 商 工 会 議 所
担当：中小企業経営支援センター

電話（075）2 1 2－6 4 6 7

国内景気、自社業況ともに下降
～労働力不足や不透明な先行きに対する慎重な姿勢が広がる～

概　　要
今期の国内景気ＢＳＩ値は▲４．７（前期実績▲２．２）と下降幅は拡大するものの、前回予想値�

（▲７．４）よりも、マイナス幅が縮小する結果となった。今後の４～６月期は１．８と若干持ち直すが、
続く７～９月期は▲１．２と再びマイナスに転じ、一進一退の状況が続く。
自社業況は、精密機械など製造業の一部において前期予想を上回る上昇となるも、全体としては秋の�
需要期からの反動によりＢＳＩ値▲８．１（前期実績５．６）と大幅に下降し、マイナスへ転じる結果
となった。今後の４～６月期は、春の観光シーズンを迎える旅館・ホテルが上昇を牽引、そのほか幅
広い業種において改善傾向がみられるものの力強さが感じられず、ＢＳＩ値は０．４を予想している。
続く７～９月期には、商業・サービス業を中心に業況は後退し、ＢＳＩ値▲２．３と再びマイナスへ�
転じる見込みであり、労働力不足や経営環境の変化に対する懸念が先行きに対する不安感となって�
表れている。

（注）１月の下旬から２月の上旬にかけて同調査を実施し、575社中426社から回答を得た（対象は、京都府内に
本社、本店などを持つ企業）。また１～３月期のＢＳＩ値は、2016年10～12月期の景況感を基準に強気なら�
「プラス」、弱気なら「マイナス（▲）」で表している。算出方法は、上昇回答から下降回答を差し引き、
２分の１を乗算。

Ⅰ　国 内 景 気 動 向
2017年１～３月期は、「上昇」とした企業１２．１％（前期実績１４．５％）、「下降」とした企業
２１．５％（前期実績１８．８％）、ＢＳＩ値は前回予想値▲７．４を上回るものの、▲４．７（前期実績�
▲２．２）と、下降幅が拡大した。今後の４～６月期は１．８と上昇に転じ、続く７～９月期は▲１．２�
と再び下降に転じる見込みとなっている。

Ⅱ　企 業 経 営 動 向
自社業況（総合判断）　　2017年１～３月期は、「上昇」とした企業１９．８％（前期実績３３．２％）、�
「下降」とした企業３６．０％（前期実績２２．１％）、ＢＳＩ値▲８．１（前期実績５．６）と大きく
下降に転じた。今後の４～６月期のＢＳＩ値は０．４とほぼ横ばいで推移するものの、続く７～９
月期は▲２．３と再び下降する見通しとなっている。

１ ．生産・売上高、工事施工高　　2017年１～３月期は、「増加」２１．５％（前期実績３７．１％）、�
「減少」３８．７％（前期実績２２．６％）、ＢＳＩ値▲８．６（前期実績７．３）と大きく減少した。
今後の４～６月のＢＳＩ値は２．０と増加するものの、７～９月期は▲３．７と再び減少に転じる�
見込みとなっている。
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２ ．製・商品・サービス・請負価格　　2017年１～３月期の製品価格、商品価格、サービス価格、�
建設業請負価格を総合的に見ると、「上昇」６．０％（前期実績１１．２％）、「下降」１０．３％（前期�
実績７．３％）、ＢＳＩ値▲２．２（前期実績２．０）と減少した。今後の４～６月期のＢＳＩ値は２．３�
と上昇するが、続く７～９月期は▲１．２と再び下降に転じる見通しとなっている。

３ ．経　常　利　益　　2017年１～３月期は、「増加」２０．４％（前期実績３２．０％）、「減少」
３８．９％（前期実績２５．２％）、ＢＳＩ値▲９．３（前期実績３．４）と大きく減少に転じた。�
今後の４～６月期のＢＳＩ値は▲０．２とほぼ横ばいで推移し、続く７～９月期も▲４．８と減少が
続く見込みとなっている。

４ ．所定外労働時間　　2017年１～３月期は、「増加」１８．２％（前期実績２７．０％）、「減少」
２２．６％（前期実績９．５％）、ＢＳＩ値▲２．２（前期実績８．８）と減少した。今後の４～６月
期のＢＳＩ値は▲１．６、続く７～９月期も▲２．４と減少が続く見込みとなっている。

５ ．製・商 品 在 庫　　2017年１～３月期は、「適正」とする企業が７９．１％（前期実績７６．８％）、�
「過剰」とする企業が１５．２％（前期実績１８．１％）、「不足」とする企業が５．７％（前期実績�
５．１％）、ＢＳＩ値４．８（前期実績６．５）と概ね適正水準で推移したが、引き続き一部に過剰感
が見られている。今後の４～６月期は「適正」が８７．２％、続く７～９月期は９１．４％と、徐々
に改善する見込みとなっている。

６ ．資　金　繰　り　　2017年１～３月期は、「改善」とする企業が７．６％（前期実績１１．８％）
と減少、「悪化」とする企業が１２．３％（前期実績９．８％）と増加し、ＢＳＩ値が▲２．４（前期
実績１．０）と悪化した。今後の４～６月期のＢＳＩ値は０．６とほぼ横ばいで推移し、７～９月期
は▲２．２と再び悪化する見込みとなっている。

Ⅲ　当面の経営上の問題点
第１位は「受注・売上不振」（４６．０％）、第２位は「求人難」（３０．８％）、第３位は「過当競争」

（２４．９％）、第４位は「人件費負担増大」（２０．２％）、第５位は「技能労働者不足」（１８．８％）、
第６位は「製・商品（請負）価格安」（１７．１％）と、いずれも前回調査と同順位であった。

Ｂ．Ｓ．Ｉ．値の総括表
実　　　　　績 予　　　　　想

2016年10～12月期 2017年 1 ～ 3 月期 2017年 4 ～ 6 月期 2017年 7 ～ 9 月期

国 内 景 気 動 向 ▲� 2.2 ▲� 4.7 1.8 ▲� 1.2

京
都
企
業
の
経
営
動
向

自 社 業 況（ 総 合 判 断 ） 5.6 ▲� 8.1 0.4 ▲� 2.3

１．生産・売上高、工事施工高 7.3 ▲� 8.6 2.0 ▲� 3.7

２．製･商品･サービス･請負価格 2.0 ▲� 2.2 2.3 ▲� 1.2

３．経 常 利 益 3.4 ▲� 9.3 ▲� 0.2 ▲� 4.8

４．所 定 外 労 働 時 間 8.8 ▲� 2.2 ▲� 1.6 ▲� 2.4

５．製 ・ 商 品 在 庫 6.5 4.8 4.3 3.2

６．資 金 繰 り 1.0 ▲� 2.4 0.6 ▲� 2.2

※　Ｂ．Ｓ．Ｉ．値＝（上昇［増加、他］－下降［減少、他］）×１　２
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＜経営経済動向調査付帯調査＞
「働き方改革に向けた取組」について

2016年9月、「働き方改革実現会議」（内閣総理大臣決裁）が設置され、一人ひとりのニーズにあった、納得の
いく働き方の実現を図るため、「働き方改革」の推進が求められているところである。こうした中、今回新たに、
「働き方改革に向けた取組」の着手状況等について、実態調査を実施した。（回答企業数：412社）

■「働き方改革に向けた取組」の着手状況について
取組の着手状況について、「必要性を感じているが未実施」と回答した企業は234社（５４．９％）、「既に実施」
と回答した企業は82社（１９．２％）、「必要なし」と回答した企業は59社（１３．８％）、「近く実施予定」と回答
した企業は37社（８．７％）であった。
業種別で見ると、小売業（３８．９％）、サービス業（３３．３％）の３割以上が「既に実施」と回答したのに対し、
建設業（１０．７％）は約１割と、業種間格差がはっきりと表れる結果となった。
規模別で見ると、「既に実施」と回答した大企業の割合は３４．１％と、中小企業の１３．２％に比べると大きく、
大企業ほど取組が進んでいることがわかった。また、「必要性を感じているが未実施」と回答した中小企業の�
割合は５９．７％と、大企業の４３．１％に比べると大きく、実施に踏み切れない中小企業が多い結果となった。

○　働き方改革に向けた取組の着手状況� （単位：％）

働き方改革に向けた取組の着手状況 既に実施 近く実施予定 必要性を感じているが未実施 必要なし 未回答
総　　　　　　計 19.2 8.7 54.9 13.8 3.3 

規模別 大 企 業 34.1 14.6 43.1 6.5 1.6 
中 小 企 業 13.2 6.3 59.7 16.8 4.0 

業種別

製 造 業 14.0 8.1 58.4 15.4 4.1 
卸 売 業 16.7 3.7 63.0 13.0 3.7 
小 売 業 38.9 5.6 33.3 16.7 5.6 
建 設 業 10.7 14.3 60.7 14.3 0.0 
不 動 産 業 26.7 6.7 40.0 26.7 0.0 
運 輸・倉 庫 業 25.0 8.3 62.5 0.0 4.2 
サ ー ビ ス 業 33.3 13.6 40.9 10.6 1.5 

■既に取り組んでいる若しくは今後取り組みたいテーマについて
テーマについて、「労働時間の短縮」（３０．６％）、「仕事の進め方の見直し」（２６．８％）、「女性、高齢者、
外国人など多様な人材の活用」（１５．４％）、「育児、介護、治療等との両立支援」（１４．９％）、「多様な働き方�
（在住勤務、テレワーク、フレックスタイム、短時間勤務など時間や場所にとらわれない働き方ができる制度）
の導入」（１０．７％）、その他（０．５％）の順に多い結果となった。
業種別で見ると、「労働時間の短縮」は、建設業（３８．５％）、運輸・倉庫業（３５．９％）、卸売業（３５．６％）、
不動産業（３３．３％）、サービス業（３３．１％）、製造業（２７．６％）において、第１位のテーマとして�
おり位置付けられており、小売業（２５．０％）でも第２位と高い順位を占めている。「仕事の進め方の見直し」
は、卸売業（３５．６％）、小売業（２８．１％）において、第１位のテーマとして位置づけられており、建設業
（３２．７％）、不動産業（２８．６％）、サービス業（２７．６％）、製造業（２４．７％）でも第２位と、重要な�
テーマとして認識されている。
規模別で見ると、「労働時間の短縮」は、大企業（２７．４％）、中小企業（３２．５％）とも、第１位の取組�
として位置づけられている。また、「仕事の進め方の見直し」は大企業（２０．７％）、中小企業（３０．３％）とも�
第２位の取組として認識されていることが明らかとなった。

○　既に取り組んでいる若しくは今後取り組みたいテーマ� （単位：％）

既に取り組んでいる若しくは
今後取り組みたいテーマ

労働時間
の 短 縮

多 様 な
働 き 方

育児、介護、
治療等との
両立支援

女性、高齢者、
外国人など多様
な人材の活用

仕事の進め
方の見直し その他 未回答

総　　　　　計 30.6 10.7 14.9 15.4 26.8 0.5 1.1 

規模別
大 企 業 27.4 14.4 18.9 18.1 20.7 0.0 0.4 
中 小 企 業 32.5 8.4 12.6 13.9 30.3 0.9 1.5 

業種別

製 造 業 27.6 11.6 17.0 16.8 24.7 1.0 1.3 
卸 売 業 35.6 8.2 9.6 9.6 35.6 0.0 1.4 
小 売 業 25.0 12.5 18.8 15.6 28.1 0.0 0.0 
建 設 業 38.5 3.8 13.5 9.6 32.7 0.0 1.9 
不 動 産 業 33.3 4.8 19.0 14.3 28.6 0.0 0.0 
運 輸・倉 庫 業 35.9 15.4 20.5 10.3 17.9 0.0 0.0 
サ ー ビ ス 業 33.1 11.0 8.7 18.9 27.6 0.0 0.8 

＜参考＞「その他の意見」について
・時間的に、余裕を持って業務管理を実施している。（繊維製造）
・�家族、契約社員、パートタイマーが中心になって働いており、取組実施の必要性が薄いと考えている。�
� （繊維製品製造）
・現状の仕事の進め方を踏襲していきたい。（窯業・土石）
・若手、女性職員の登用、パートの正社員化等に取り組んでいきたい。（電気機械製造）
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＜経営経済動向調査付帯調査＞　働き方改革に向けた取組の着手状況
働き方改革に向けた取組の着手状況

計

既に取り組んでいる若しくは今後取り組みたいテーマ（複数回答可）

既に実施 近く実施�
予 定

必要性を
感じているが
未 実 施

必要なし 未回答 労働時間�
の 短 縮

多 様 な�
働 き 方

育児、介護、
治療等との
両立支援

女性、高齢者、
外国人など多様
な人材の活用

仕事の進め
方の見直し その他 未回答 計

全業種 82 37 234 59 14 426 224 78 109 113 196 4 8 732
19.2% 8.7% 54.9% 13.8% 3.3% 30.6% 10.7% 14.9% 15.4% 26.8% 0.5% 1.1%

大 企 業 42 18 53 8 2 123 74 39 51 49 56 0 1 270
34.1% 14.6% 43.1% 6.5% 1.6% 27.4% 14.4% 18.9% 18.1% 20.7% 0.0% 0.4%

中小企業 40 19 181 51 12 303 150 39 58 64 140 4 7 462
13.2% 6.3% 59.7% 16.8% 4.0% 32.5% 8.4% 12.6% 13.9% 30.3% 0.9% 1.5%

製造業 31 18 129 34 9 221 107 45 66 65 96 4 5 388
14.0% 8.1% 58.4% 15.4% 4.1% 27.6% 11.6% 17.0% 16.8% 24.7% 1.0% 1.3%

大 企 業 14 8 23 3 2 50 30 19 27 23 25 0 1 125
28.0% 16.0% 46.0% 6.0% 4.0% 24.0% 15.2% 21.6% 18.4% 20.0% 0.0% 0.8%

中小企業 17 10 106 31 7 171 77 26 39 42 71 4 4 263
9.9% 5.8% 62.0% 18.1% 4.1% 29.3% 9.9% 14.8% 16.0% 27.0% 1.5% 1.5%

食料品 1 2 16 3 1 23 12 1 7 4 9 0 1 34
4.3% 8.7% 69.6% 13.0% 4.3% 35.3% 2.9% 20.6% 11.8% 26.5% 0.0% 2.9%

繊維 1 1 11 2 0 15 3 4 6 2 4 1 1 21
6.7% 6.7% 73.3% 13.3% 0.0% 14.3% 19.0% 28.6% 9.5% 19.0% 4.8% 4.8%

染色 0 0 2 8 0 10 1 1 1 7 1 0 1 12
0.0% 0.0% 20.0% 80.0% 0.0% 8.3% 8.3% 8.3% 58.3% 8.3% 0.0% 8.3%

繊維製品 1 1 8 1 0 11 4 1 4 4 7 1 0 21
9.1% 9.1% 72.7% 9.1% 0.0% 19.0% 4.8% 19.0% 19.0% 33.3% 4.8% 0.0%

化学・ゴム 6 1 12 2 1 22 14 3 7 5 14 0 0 43
27.3% 4.5% 54.5% 9.1% 4.5% 32.6% 7.0% 16.3% 11.6% 32.6% 0.0% 0.0%

窯業・土石 1 0 7 2 1 11 2 0 1 2 10 1 0 16
9.1% 0.0% 63.6% 18.2% 9.1% 12.5% 0.0% 6.3% 12.5% 62.5% 6.3% 0.0%

鉄鋼 0 0 6 0 1 7 3 0 1 4 3 0 0 11
0.0% 0.0% 85.7% 0.0% 14.3% 27.3% 0.0% 9.1% 36.4% 27.3% 0.0% 0.0%

非鉄 4 1 9 5 0 19 9 3 4 4 11 0 1 32
21.1% 5.3% 47.4% 26.3% 0.0% 28.1% 9.4% 12.5% 12.5% 34.4% 0.0% 3.1%

一般機械 2 3 13 1 1 20 7 5 11 6 7 0 1 37
10.0% 15.0% 65.0% 5.0% 5.0% 18.9% 13.5% 29.7% 16.2% 18.9% 0.0% 2.7%

電気機械 6 1 14 3 1 25 9 13 9 9 9 1 0 50
24.0% 4.0% 56.0% 12.0% 4.0% 18.0% 26.0% 18.0% 18.0% 18.0% 2.0% 0.0%

精密機械 2 3 8 1 0 14 11 4 4 7 7 0 0 33
14.3% 21.4% 57.1% 7.1% 0.0% 33.3% 12.1% 12.1% 21.2% 21.2% 0.0% 0.0%

木材・木製品 1 0 7 2 1 11 8 1 0 0 3 0 0 12
9.1% 0.0% 63.6% 18.2% 9.1% 66.7% 8.3% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0%

出版・印刷 5 4 7 2 1 19 14 5 6 7 6 0 0 38
26.3% 21.1% 36.8% 10.5% 5.3% 36.8% 13.2% 15.8% 18.4% 15.8% 0.0% 0.0%

その他製造業 1 1 9 2 1 14 10 4 5 4 5 0 0 28
7.1% 7.1% 64.3% 14.3% 7.1% 35.7% 14.3% 17.9% 14.3% 17.9% 0.0% 0.0%

商　業 16 3 40 10 3 72 34 10 13 12 35 0 1 105
22.2% 4.2% 55.6% 13.9% 4.2% 32.4% 9.5% 12.4% 11.4% 33.3% 0.0% 1.0%

大 企 業 7 2 12 1 0 22 9 4 7 6 8 0 0 34
31.8% 9.1% 54.5% 4.5% 0.0% 26.5% 11.8% 20.6% 17.6% 23.5% 0.0% 0.0%

中小企業 9 1 28 9 3 50 25 6 6 6 27 0 1 71
18.0% 2.0% 56.0% 18.0% 6.0% 35.2% 8.5% 8.5% 8.5% 38.0% 0.0% 1.4%

　卸売業 9 2 34 7 2 54 26 6 7 7 26 0 1 73
16.7% 3.7% 63.0% 13.0% 3.7% 35.6% 8.2% 9.6% 9.6% 35.6% 0.0% 1.4%

大 企 業 2 2 9 0 0 13 6 2 4 2 4 0 0 18
15.4% 15.4% 69.2% 0.0% 0.0% 33.3% 11.1% 22.2% 11.1% 22.2% 0.0% 0.0%

中小企業 7 0 25 7 2 41 20 4 3 5 22 0 1 55
17.1% 0.0% 61.0% 17.1% 4.9% 36.4% 7.3% 5.5% 9.1% 40.0% 0.0% 1.8%

食料品卸 1 1 9 1 1 13 5 0 2 1 4 0 0 12
7.7% 7.7% 69.2% 7.7% 7.7% 41.7% 0.0% 16.7% 8.3% 33.3% 0.0% 0.0%

繊維卸 3 0 12 4 1 20 7 3 3 4 10 0 1 28
15.0% 0.0% 60.0% 20.0% 5.0% 25.0% 10.7% 10.7% 14.3% 35.7% 0.0% 3.6%

機械金属卸 5 1 13 2 0 21 14 3 2 2 12 0 0 33
23.8% 4.8% 61.9% 9.5% 0.0% 42.4% 9.1% 6.1% 6.1% 36.4% 0.0% 0.0%

　小売業 7 1 6 3 1 18 8 4 6 5 9 0 0 32
38.9% 5.6% 33.3% 16.7% 5.6% 25.0% 12.5% 18.8% 15.6% 28.1% 0.0% 0.0%

大 企 業 5 0 3 1 0 9 3 2 3 4 4 0 0 16
55.6% 0.0% 33.3% 11.1% 0.0% 18.8% 12.5% 18.8% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0%

中小企業 2 1 3 2 1 9 5 2 3 1 5 0 0 16
22.2% 11.1% 33.3% 22.2% 11.1% 31.3% 12.5% 18.8% 6.3% 31.3% 0.0% 0.0%

建設業 3 4 17 4 0 28 20 2 7 5 17 0 1 52
10.7% 14.3% 60.7% 14.3% 0.0% 38.5% 3.8% 13.5% 9.6% 32.7% 0.0% 1.9%

大 企 業 2 1 3 1 0 7 5 2 2 3 4 0 0 16
28.6% 14.3% 42.9% 14.3% 0.0% 31.3% 12.5% 12.5% 18.8% 25.0% 0.0% 0.0%

中小企業 1 3 14 3 0 21 15 0 5 2 13 0 1 36
4.8% 14.3% 66.7% 14.3% 0.0% 41.7% 0.0% 13.9% 5.6% 36.1% 0.0% 2.8%

不動産業 4 1 6 4 0 15 7 1 4 3 6 0 0 21
26.7% 6.7% 40.0% 26.7% 0.0% 33.3% 4.8% 19.0% 14.3% 28.6% 0.0% 0.0%

運輸・倉庫業 6 2 15 0 1 24 14 6 8 4 7 0 0 39
25.0% 8.3% 62.5% 0.0% 4.2% 35.9% 15.4% 20.5% 10.3% 17.9% 0.0% 0.0%

サービス業 22 9 27 7 1 66 42 14 11 24 35 0 1 127
33.3% 13.6% 40.9% 10.6% 1.5% 33.1% 11.0% 8.7% 18.9% 27.6% 0.0% 0.8%

料理・飲食 6 2 1 1 0 10 7 1 0 4 6 0 0 18
60.0% 20.0% 10.0% 10.0% 0.0% 38.9% 5.6% 0.0% 22.2% 33.3% 0.0% 0.0%

旅館・ホテル 2 2 13 1 0 18 13 2 1 7 9 0 0 32
11.1% 11.1% 72.2% 5.6% 0.0% 40.6% 6.3% 3.1% 21.9% 28.1% 0.0% 0.0%

情報・事業 8 2 8 1 0 19 12 9 7 6 11 0 0 45
42.1% 10.5% 42.1% 5.3% 0.0% 26.7% 20.0% 15.6% 13.3% 24.4% 0.0% 0.0%

その他サービス業 6 3 5 4 1 19 10 2 3 7 9 0 1 32
31.6% 15.8% 26.3% 21.1% 5.3% 31.3% 6.3% 9.4% 21.9% 28.1% 0.0% 3.1%











アンケート＜概要報告（速報）＞ 

「人材確保及びインターンシップに関する状況について」 

 

・趣  旨 

本所会員企業における人材確保の現状把握、中小企業に関する情報の積極的な発信

及び教育機関と京都企業のつながり強化を支援する事業を進めること、中小企業の人

材確保に係る支援についての要望を聴取することを目的とし、アンケートを実施した。 

 

・調査内容 

・平成２８年度新卒採用活動結果及び平成２９年度採用活動計画について 

・本所が行う人材確保に関する支援についての要望及び事業への参加意向について 

・インターンシップに関する実態及び意向調査 

 

・調査対象 京都商工会議所会員企業（業種の制限なし） 

従業員数５０名以上の企業 ６３１社 

 

・調査期間 平成２９年２月２７日（月）～３月１０日（金） 

 

・調査方法 ＦＡＸによる調査票の発送・回収 

 

・回答企業数  １００社（回答率１５％）  

 

・概  要 

平成２８年度の採用活動結果及び平成２９年度採用活動計画について 

平成２８年度の採用活動については、３割の企業が必要数を確保できなかった。一

方、必要人材数を確保できた企業は全体の５割程度であった。 

平成２９年度の採用計画については、８割の企業が新卒採用を行い、３割程度の企

業が採用数を増やす予定であるなど、企業側の採用意欲は引き続き高い。ほとんどの

企業が売り手市場の継続を想定し、厳しい採用活動になると予測している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本所が行う人材確保に関する支援についての要望及び事業への参加意向について 

本所へ求める支援として最も多かったものが学生や新卒採用市場の動向などに関

する「採用担当者への情報提供」であった。次いで「大学との交流」、「自社ＰＲ支援」、

「合同企業説明会（有料）」となった。 

 

インターンシップに関する実態及び意向調査 

インターンシップの実施状況について、５割の企業が既に実施している。また、２

割の企業が現在は実施していないが関心があると回答、インターンシップへの関心の

高さが窺えた。 

確保

できた

51%

確保でき

なかった

35%

採用して

いない

14%

新卒人材確保状況新卒人材確保状況新卒人材確保状況新卒人材確保状況

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

採用を行わない

新卒採用実施

中途採用実施

採用数増

採用数減

採用数変更なし

平成平成平成平成29292929年度新卒採用計画について年度新卒採用計画について年度新卒採用計画について年度新卒採用計画について

既に実施

52%

関心あり

19%

予定なし

29%

インターンシップへの取り組み状況インターンシップへの取り組み状況インターンシップへの取り組み状況インターンシップへの取り組み状況
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本所 常務理事・理事の選任について 

 

≪常務理事≫≪常務理事≫≪常務理事≫≪常務理事≫    

 

【  稲 垣 繁 博（いながき しげひろ） 】＜新任＞ 

 

 

◇生年月日／昭和３６年 ８月１５日生（５５歳） 

◇略  歴／昭和５９年 ３月 同志社大学経済学部卒業 

      昭和５９年 ４月 京都商工会議所入所 

平成２２年１２月 同所 産業振興部長 

平成２５年 ４月 同所 理事・会員部長 

平成２８年 ４月 同所 理事・中小企業経営支援センター所長 

 

 

 

≪≪≪≪    理理理理    事事事事        ≫≫≫≫    

 

【  才 寺 篤 司（さいでら とくじ） 】＜新任＞ 

 

 

◇生年月日／昭和３７年１０月 ９日生（５４歳） 

◇略  歴／昭和６１年 ３月 同志社大学法学部卒業 

      昭和６１年 ４月 京都商工会議所入所 

平成２３年 ８月 同所 産業振興部担当部長 

      平成２５年 ４月 同所 産業振興部長 

平成２８年 ４月 同所 事務局長 兼 総務部長 

 

 

 

※任期：平成２９年４月１日～（３年間） 

 

 

＜参考 ～本所定款抜粋～ ＞ 

第31条 本商工会議所に、次の役員を置く。 

   会頭１人  副会頭４人  専務理事１人  常議員50人  監事３人 

２ 前項の役員の外、必要に応じ、理事４人以内（うち１人を常務理事とすることができ 

 る。）を置くことができる。 

第32条 

５ 理事は、専務理事を補佐して所務を処理する。 

第33条  

５ 理事は、常議員会の同意を得て、会頭が選任し、又は解任する。 

以上 
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